（別紙様式５）
令和　　年　　月　　日

（あて先）男鹿市長
	申請者
	

	
	所在地
	

	
	団体名
	

	
	代表者氏名
	印


指定管理者の指定申請に係る申立書
指定管理者の指定申請に当たり、法人、その他の団体、又は複数の法人等が共同する共同事業体が次の事項に該当しないことを申し立てます。
記

１　地方自治法（昭和22年政令第67号）第244条の2第11項の規定により、市が設置する公の施設の指定管理者の指定を取り消され、その取り消しの日から起算して２年を経過していない者。

２　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4第2項各号のいずれかに該当する団体で、その事実があった後２年を経過していない者。（同項各号のいずれかに該当する者でその事実があった後２年を経過していない者を代理人、支配人その他の使用人として使用する団体を含む。）

３　申請の日において、現に県又は市の指名停止措置を受けている者。
４　申請の日において、破産手続き、再生手続き又は更正手続きが開始されている者。
５　役員のうちに暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第2条第6項に規定する暴力団員を含む者。

